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研究成果の概要（和文）：本研究は、仕事と生活の調和に関する調査から、子育てに支援的でジ

ェンダー平等な職場環境の実現可能性を検討した。本研究は特にジェンダー、キャリア、家庭

責任に焦点を当てた。その結果、子育てに支援的でジェンダー平等な職場環境のために、企業

が実施する働き方の変革は確かに効果があったが、働く者の個人・家庭生活の見直しも効果的

であった。生活の経営は、家庭生活の運営のみならず、人間らしい労働の形成にも貢献する。 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to examine the possibility of realizing 
childcare-friendly and gender equal workplaces in Japan, by conducting work-life balance 
surveys for employees. This study focuses especially on gender issues, career building, 
and family responsibilities. Reconsidering working styles has been one of the best 
remedies for work-life balance. However, reconsidering our individual or family lives 
is also important. Family resource management is more than cooking, doing dishes, and 
doing laundry. It keeps our family life and paid work decent.  
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１．研究開始当初の背景 

日本では、とりわけ人口減少が進む中、少

子化が問題視され、社会を挙げての子育て支

援の重要性が指摘されている。その中で子育

て支援は、国の政策の重要課題と位置づけら

れており、現在では、直接的な子育て支援の

みならず、男性を含めた働き方の見直しや、

仕事と生活の調和の必要性とその具体的な

実践の必要性が問われている。 

このような情勢の中で、企業の子育て支援
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の推進が必要とされているが、とりわけ 2003

年に成立した次世代育成支援対策推進法の

成立以降、国から子育て支援推進企業として

一定の評価を得た企業が現れている（それら

の企業は「くるみん」というマークを取得で

き、公に公開できる）。そのような企業の次

世代育成支援は、①従業員への仕事と家庭の

両立支援，②子育て中の従業員に対する子育

て支援、を中心に展開されている。 

確かに先行企業においても、企業は子育て

支援に取り組むことに負担を感じており、実

際には経営的に余裕のある企業でないと次

世代育成支援を行うことは難しいという。し

かし企業が次世代育成支援に取り組むこと

は、決して企業の業績悪化にはつながらない

ことなど、子育て支援には一定の経営効果が

あることも明らかになっている。 

けれども実際のところ、企業の次世代育成

支援は、本当に次世代の育成を支援している

のか？つまりそれは、子どもの育ちと、親（男

女従業員）の家庭生活と職業生活が調和する

環境につながっているのだろうか。  

男女が家族的責任を担わない限り、両性の

人格の尊重や人間発達は実現しないばかり

か、男性が人間らしい働き方、そして人間ら

しい生き方を実践することが難しい。その考

え方に政策が追いついていないのは、先進国

では日本以外には数カ国程度であると言わ

ざるをえない。 

特に日本の男性の長労働時間は、男性の健

康や生き方にも大きな影響を及ぼしている。

これらの点をふまえて、より人間らしく、ゆ

とりある職業生活・家庭生活を、男女が営む

ことができるような、そして職場の男女不平

等が起こらないような社会を目指したい。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、個人と家族の生活の質向

上を目指す家政学（生活経営学）の立場から、

「くるみん」企業（次世代育成支援企業）を

醸成する社会をどのように形成すればよい

のかを明らかにすることである。具体的には、

社会全体でどのような取り組みをおこなう

ことが、本当に子どもの育ちと親の子育て、

そして職場と家庭における男女共同参画を

保障する職場につながるのかを検討したい。 

 

３．研究の方法 

研究の方法としては主に次の 3つを実施し

た。第１に、先行研究の文献調査の収集と分

析である。第２に、「くるみん」企業で働く

従業員に対するインタビュー調査（実施とそ

の分析）である。そして第３に、働く者に対

するアンケート調査（実施とその分析）であ

る。 

 

４．研究成果 

(1)企業の両立支援の成果と課題 

（職場環境を中心に） 

 1年目の研究目的は、日本の「くるみん」企

業、つまり次世代育成支援を推進する企業の

特徴や実践、そして考え方等を考察した上で、

企業の両立支援および次世代育成支援を研

究する上で、必要不可欠な視点を明確にする

こととした。 

方法として、主に先行研究の文献取集と整

理そして分析を行なった。 

結果として、主に以下 3 点がうかがえた。 

第 1に、両立支援および次世代育成支援に

積極的な企業は、制度の有無で言えば大企業

が多い傾向がうかがえる。しかし（制度化に

は至っていないものの）従業員の働きやすい

職場づくりに励んでいる企業は中小企業に

も存在している。第 2に、企業の両立支援お

よび次世代育成支援の研究は、主に企業が用

意した両立支援制度の数や種類に焦点が当

 



 

てられており、またその両立支援制度の数値

(有無や種類等)が、企業経営(業績)や少子化

に、どのような影響を及ぼすのかに注目した

研究がなされている。しかしながら第 3 に、

両立支援制度が充実している企業に勤めて

いる従業員であっても、自社の両立支援の仕

組みを含めた労働環境に、必ずしも満足して

いるわけではない。この背景として、日本の

子育て支援政策では、まだまだ家族を支援す

る環境は整備されていないことがうかがえ

る。従業員かつ親である側も、行政はもとよ

り、企業の両立支援および次世代育成支援に、

必ずしも満足しているわけではなかった。 

このような点から、今後の課題として、企

業の両立支援・次世代育成支援の研究を、よ

り生活者側の視点から検討し、どのような両

立支援および次世代育成支援が、従業員を含

めて一般市民から受け入れられるのかを、そ

して、その要望を、企業がどこまで受け入れ

ることができるのかを研究することとした。 

 

(2)職場環境に対する従業員らの評価 

2 年目の研究目的は、日本において、次世

代育成支援に積極的な企業、いわゆる“子育

てにやさしい”企業（「くるみん」企業）が

今後さらに進展していくために、どのような

社会設計が必要であるのかを、個人と家族の

生活の質向上とジェンダー平等の視点から

明らかにすることとした。 

方法として、主に以下 2点を中心に調査・

研究を行った。第１に、「くるみん」企業の

次世代育成支援策の量的・質的データを考察

した。第２に、「くるみん」企業に勤めてい

る雇用者の中で、主に女性・専門職として働

く者へのインタビュー調査を実施した。 

結果として、更なる検討・分析が必要であ

るとは思われるが、現状として次の知見が見

られた。 

第１に、大都市でなくても、そして従業員

が少なくても、「くるみん」マークを取得で

きるような（あるいはその認定を受けられる

レベル以上の）質の高い次世代育成支援を積

極的に行っている企業が存在していること

である。但し、「くるみん」マークを取得し

ている企業の業種や本社所在地に、偏りがな

いとは言い難い。 

第２に、「くるみん」企業の次世代育成支

援に関して、女性従業員の活用に対する考え

方が必ずしも同じではないことである。「く

るみん」企業の中でも、例えば子育て期の女

性活用に関して、女性社員を長期的に休業さ

せることに賛成する企業と、長期休業を職業

人としてのキャリア形成の阻害と考え、子ど

もが小さくても可能な限り職業生活を経験

できるキャリア形成を提案する企業が見ら

れた。 

そして第３に、「くるみん」企業で女性か

つ専門職として働く者は、自社の子育て支援

を評価しつつも、足りない部分は自助努力で

賄って仕事と家庭を両立させている様子が

うかがえた。 

 

(3)職場環境と共に必要な企業風土 

（変革の可能性の検討） 

3 年目の研究目的は、次世代育成支援に積

極的でジェンダー平等に取り組む企業が、今

後さらに進展していくために、職場環境以外

のどのような要因が必要であるのかを明ら

かにした。 

方法として、主に以下 2点を中心に調査・

研究を行った。第１に、「くるみん」企業の

次世代育成支援策の量的・質的データを考察

した。第２に、性別・子どもの有無・雇用形

態等にかかわらず、雇用されて働く者に対す

るアンケート調査を実施した。 

結果として、現状では次の知見が得られた。 

 



 

第１に、職場環境（制度）において、特に

育児休業制度や介護休業制度、次に短時間勤

務制度やフレックスタイム制度などは、既存

の調査からも、そして本調査対象者の職場に

も、広く導入されている傾向がうかがえた。

またそれらの制度は、かれらにも一定程度認

知されていた。仕事と子育て・介護等の両立

を考えた上で、最低限必要な制度をもつ企業

の存在と、従業員がそれらの制度の存在を正

しく認知している様子がうかがえた。 

第２に、職場環境（働き方）については、

長時間労働や休日出勤等を美徳とする働き

方を賞賛する文化は廃れてきている一方で、

個人の都合や裁量で仕事を進めることが難

しく、周囲に気兼ねをしながら仕事と子育て

の両立をこなしている雇用者の姿がうかが

えた。自分の仕事が終わっても帰りにくい文

化があると答えたり、残業や休日出勤をする

人が高く評価されると答えたりした人は、全

体の 2割に満たなかった。しかし、個人だけ

の裁量で仕事を進めるのではなく、上司や同

僚と連携・調整をしながら仕事をする必要が

あると答えた人は約５割存在した。 

第３に、職場環境（制度）や職場環境（働

き方）の改善によって、子育てに支援的で、

ジェンダーセンシティブな企業風土を醸し

出すことにつながるのかについては、更なる

分析と議論が必要であることがうかがえた。   

確かに職場環境（制度・働き方）の改革が、

子どもをもって働く者に対する有効な子育

て支援になることは確かである。しかし本研

究では、それらの職場環境の改革だけでは、

子育てに支援的でジェンダー平等に向かう

企業風土の形成は難しいことがうかがえた。  

これらについて分析を進めたところ、職場

環境の改革に加えて、雇用者がどのような生

活環境の中で仕事と生活の経営をしている

かが、職場を子育てに支援的でジェンダー平

等にしていく鍵を握ることが示唆された。 

今後の課題は、雇用者の生活環境（特に仕

事と生活の実態）と企業文化の関係について

分析を進めていくことである。 
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